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Ⅰ はじめに
最近､ インターネットの活用による消費者
向け電子商取引が着実に伸びてきており､ 消
費者のネット通販の利用もかなり広がってき
た｡ 消費者向けネット通販は､ 製造業者もも
ちろん行っているものの､ 実際には数多くの
電子中間業者 (ネット専業の流通業者､ ネッ
ト通販に参入した在来の流通業者等) により
なされているのであるが､ そうしたことが正
しく認識されず､ いまだに中間業者 (流通業
者､ 代理業者等) の中抜きが論じられること
がある｡
電子商取引に関しては､ 企業間電子商取引
の方が消費者向け電子商取引よりも圧倒的に
取引高が多く､ 電子商取引による様々なメリッ
トを享受しやすいのは企業間電子商取引の方
であることがあまり認識されていないと思わ
れる(1)｡
消費者向け電子商取引の取引高が着実に伸
びてきているので､ ネット通販は収益的な事
業であると思われたりすることがあるとみら
れるが､ 実際には十分な収益を上げることは
なかなか難しいであろう｡
また､ 仮想店舗等によるネット通販の利便
性が高いので､ 現実の店舗に対して優位性を
持つようになるという､ やや疑問のある主張
がなされることがあるが､ こうした主張は必
ずしも正しいとはいえない｡ 実際には､ 消費
者は仮想店舗と現実の店舗とをうまく使い分
けていたり､ それらの組み合わせを利用した
りしているのである｡
結論的にいえば､ 以上のように､ 電子商取
引についての正しい理解が必ずしもなされて
いるとはいえないのであり､ ネット通販は常
に､ 現実の店舗による流通・販売より優れて
いるものと捉えられがちであり､ 様々な誤解
や幻想がもたれがちなのである｡ こうしたと
ころから本稿では､ 特に消費者向け電子商取
引を念頭に置いて､ 電子商取引をより正確に
理解し､ それとどのように向き合っていくべ
きなのかを､ 高橋 (2001a) を著わしてから
何年も経った今､ 再び考えていくことにする｡
Ⅱ 電子商取引とは何か？
まず､ 電子商取引とはどのようなものであ
るのかを明らかにしておくことにする｡
Turban, King, Vieland and Lee (2006)
は､ 電子商取引を､ ｢インターネットを含む､
コンピュータ・ネットワークによる､ 製品､
サービス､ 及び／あるいは情報の購買､ 販売､
移転､ あるいは交換｣ であるとしている(2)｡
Laudon and Traver (2010) は､ インター
ネットやwww (world wide web) を取引に
利用するものであるとしている｡ また､ 商業
的な取引を組識間､ 組織と個人間等でデジタ
ル的に可能にするものであるとも捉えてい
る(3)｡
電子商取引を Laudon and Traver (2010)
のように､ インターネットによるものだけに
限定して､ 狭く捉えることがあるが､
Turban, King, Vieland and Lee (2006) の
ようにインターネットとそれ以外の電子的手
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段によるものを含めて捉えることもある｡
電子商取引は､ 何らかの電子的手段やコン
ピュータ・ネットワーク等を用いて､ 有形財､
サービス財､ ソフトウェア､ デジタルコンテ
ンツ等をオンラインで取引・売買するもので
あると捉えた方がよい｡ 具体的にいえば､ 電
子商取引は次のような様々な電子的手段やコ
ンピュータ・ネットワークによるものである
と捉えた方がよい｡
① インターネットによるもの (パソコン､
モバイル､ 携帯電話等で利用されるも
の)｡
② 公衆電話回線を用いる VAN (value
added network) のような在来型のコ
ンピュータ・ネットワークによるもの｡
③ 地上デジタル放送､ BSデジタル放送､
CS デジタル放送によるデータ放送と
双方向テレビとの組み合わせによるも
の｡
④ コンビニエンスストア等に設置してあ
るマルチメディア端末機 (キオスク端
末機) によるもの｡
以上のように､ 電子商取引というのは､ 有
形財､ サービス財､ ソフトウェア､ デジタル
コンテンツ等を様々な電子的な手段やコンピュー
タ・ネットワークを通じてオンラインで取引・
売買することなので､ どのような手段を用い
たとしても電子的に売買・取引がなされれば
よいのである｡ インターネットによるものだ
けで電子商取引を捉えることは､ 視野を狭く
してしまうことにつながるし､ いつかは登場
するかもしれないインターネットによるもの
以外の革新的な新しい手段による電子商取引
の可能性を排除してしまうことにつながりか
ねないのである｡
現在のインターネットによる電子商取引に
したところで､ 1980 年代のビデオテックス
(videotex) による電子ホームショッピング
の実験時や､ 1990 代前半頃にパソコン通信
による電子商取引への試みがなされていたと
きに､ 将来的なインターネットの電子商取引
への活用の可能性が開けてくることを多くの
人たちは理解していなかったはずである｡ 何
らかの電子的な手段やコンピュータ・ネット
ワークによる売買・取引を電子商取引である
と捉えることにすれば､ 視野が広がるだけで
なく､ 新たなビジネスの仕組みを探り出して
いくことにもつながるのである｡
Ⅲ インターネット直販による中抜きの進展
という神話
インターネットの活用による流通・販売が
普及すると､ 例えば製造業者 (あるいは生産
者) が消費者に直接商品を販売することがで
きるので､ 卸売業者や小売業者といった中間
業者が中抜きされ､ 消費者は中間マージン抜
きの安い価格で商品を購入することができる､
といった安易な中抜き論が主張されることが
ある｡
同様のことは､ 旅行代理店業､ 航空業界､
ホテル業のようなサービス業に対しても主張
される｡ つまり､ ホテルや航空会社がインター
ネットを通じて､ 直接消費者・顧客に客室や
座席を予約・販売するので､ 旅行代理店が中
抜きされるというのである｡
また､ 最近では､ 書籍のデジタル・コンテ
ンツのネット配信への動きが加速化している
ので､ 紙媒体による書籍を出版・販売してき
た出版社が中抜きされるということが主張さ
れることがある｡
まず､ 百貨店､ スーパー､ コンビニエンス
ストア等の現実の店舗による小売業者が､ ネッ
ト通販の進展により中抜きされているのかど
うかということであるが､ 実際にはネット通
販による中抜きは生じていない｡ 百貨店につ
いては､ ネット通販の進展の影響による売り
上げ減ということが主張されることがあるが､
百貨店の売り上げ減の真の原因は､ ネット通
販による浸食ではなくて､ むしろ､ 百貨店と
いう業態の革新性の喪失､ 取扱商品､ 店舗や
売り場の魅力度の低下等による消費者離れの
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方にあるものと捉えるべきである｡
製造業者 (あるいは生産者) が､ 小売業者
を中抜きして消費者に直接商品を販売するこ
とが､ 製造業者 (あるいは生産者) にとって
も消費者にとっても常に有利であるというで
あれば､ とうの昔に現実の小売店舗などとい
うものは存在しなくなっているはずである｡
それではなぜ､ 現実の店舗による小売業者が
存在し続けるのかということを考えてみる必
要性がある｡
まず､ 現実の店舗では､ 消費者が実際に商
品を手にとって見ることができるし､ コンビ
ニエンスストアでのように､ 急に商品が入用
になったときに買いに行くことができる点で
利便性が高い｡ そして､ アパレル商品のよう
に､ 色々な店舗をウインドーショッピングし
てまわったり､ 商品を手に取って見てみたり､
試着したりしてみたり､ といったことができ
る点で､ インターネット通販よりも利便性が
高い(4)｡
そして､ 例えば化粧品販売の場合には､ 特
にカウンセリング商品のように､ 店頭でのビュー
ティーアドバイザーとの対面接触によるカウ
ンセリングや診断のサービスを受けることが
できる｡
また､ インターネットでは､ 現実の店舗よ
りもどの商品も安く購入できるという先入観
があるが､ 実際には商品によっては現実の店
舗での特売時等に購入した方が安い場合があ
る｡ ネット通販の方が､ 現実の店舗よりもあ
らゆる点で利便性が高いというのは幻想であ
る｡ ネット通販と現実の店舗の双方ともに利
便性があるのであり､ 実際のところ消費者は
商品の購入時に､ 現実の店舗とネット通販と
をうまく使い分けているのであり､ インター
ネット上の仮想店舗等が現実の店舗に取って
代わっていくというわけではないのである｡
付け加えておくと､ メーカー (あるいは生
産者) によっては､ 以前から消費者へ化粧品､
食品等を紙のカタログや新聞・雑誌広告によ
り通信販売してきているのであり､ メーカー
直販ないし生産者の直販が､ インターネット
の活用以前になされてこなかったわけではな
いのである｡ インターネット通販という通信
販売手段が､ 在来からの通信販売手段に付け
加わっただけなのである｡
旅行代理店の中抜きの議論に関しても､ よ
く考えてみれば分かることであるが､ ホテル
や航空会社はインターネット登場以前から､
電話やファックス等により直接顧客からの予
約を受け付けてきているのであり､ 直販自体
は格別珍しいことではない｡ ネット予約の進
展により､ 一方ではホテルや航空会社の直販
への機会が拡大してきたものの､ 他方ではネッ
ト専業旅行代理店開設のネット予約サイトの
事業が拡大してきているのである｡ インター
ネットの登場が旅行代理店の中抜きを進展さ
せたというよりは､ むしろネット専業の旅行
代理店という新しいタイプの中間業者の登場
や在来の旅行代理店のネット予約・販売への
注力を促したというべきである｡ 旅行業界で
も､ 単純な中抜きなどというものは生じてい
ないのである｡ 特に､ ホテルや航空会社は､
稼働率､ 搭乗率を上げたり､ 売上高を拡大し
たりするために､ そのサービス製品を旅行代
理店の募集型企画旅行や受注型企画旅行等の
なかに組み込んで販売してもらうことを止め
たりはしないであろう｡ そうしたところから
も､ 単純な中抜きなどというものが進展する
わけがないのである｡
書籍デジタルコンテンツに関しても､ 電子
書籍端末機の新規開発やコンテンツ配信への
取り組み拡大という事態を受けて出版社の中
抜きが話題になっている｡ こうした中抜き論
がなされる背景には､ 出版業という社会的､
文化的に価値のある事業に対する無理解があ
ることが指摘される｡ 出版社は､ 印刷､ 製本
については他の企業への委託で行っているこ
とが多い｡ 出版社の主な業務は､ 企画､ 編集､
広告・宣伝､ 営業・販売等であるが､ 特に企
画､ 編集に関していえば､ そこでは著者・執
筆者の掘り起こしや育成等の大切な仕事を行っ
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ており､ 出版文化を支えているのである｡ 単
に､ 著者・執筆者から持ち込まれたものを活
字化して印刷､ 製本するということを行って
いるのではないのである｡ 有望な著者・執筆
者がどこにいるのかを探し出したり､ 著者・
執筆者が気がつかないようなことをアドバイ
スしたり教えたりするという仕事をしている
し､ 出版されたものが販売されるように､ 各
種メディアへの広告をしたり､ 書店への売り
込みをしたり､ 書店での出版イベントを開催
したり､ といった具合に様々な活動を展開し
ているのである｡ 問題は､ 紙媒体による書籍・
雑誌の販売高が落ち込むなかで､ 出版社とし
て書籍のデジタルコンテンツ配信にどのよう
に取り組んでいくのかということなのである｡
書籍のデジタルコンテンツ配信は､ ずっと
以前からなされてきているものであり､ 今に
始まったことではなく､ 出版社側も以前から
それへの取り組みを行ってきているのである｡
出版社としては､ 紙の書籍・雑誌の販売高が
落ち込むなかで､ 今回の電子書籍ブームとい
う機会を活かし､ どのようにして書籍のデジ
タルコンテンツ配信への取り組みを拡大させ
ていくのか､ 次々と開発される新電子書籍端
末機への対応をどのようにしていくのか､ と
いったことを問題にしているものとみられる
のである(5)｡
紙の書籍や雑誌というものが将来的になく
なってしまうと主張されることがあるが､ そ
のようなことはあまり考えられないことであ
り､ さほど根拠のある主張ではない｡ 例えば､
紙の書籍は､ ブックデザインの工夫､ 印刷技
術を駆使した書籍の仕上がり具合､ 紙や布素
材等の質感､ 嵩張るものの保管や閲覧が容易
で簡単な点等で､ 電子書籍よりも勝っている｡
電子書籍は､ 専用端末機が故障したり電池切
れしたりするときには､ 読むことができない
し､ 電子書籍のデジタルコンテンツのファイ
ル形式やビューワー・ソフト等が統一されて
おらず､ 使い勝手が必ずしもよくない｡ すぐ
に書籍のデジタルコンテンツが入手できるこ
と､ 嵩張らず数百冊でも簡単に端末機の中に
入れて持ち歩けること､ 読み捨てのものは電
子書籍による利用で十分であること､ といっ
た点で電子書籍にも利点があるが､ それだけ
では紙の書籍・雑誌に対する絶対的な優位性
を獲得することはできない｡
結論的にいえば､ ネット販売､ ネット予約
の進展やデジタルコンテンツ配信の進展から､
単純な中抜きが進展していくという考え方か
ら脱却したうえで､ 例えばネット通販､ カタ
ログ通販等の在来の通信販売､ 現実の店舗に
よる販売等が､ どのようにして棲み分けをし
ながら進展していくのかを考察するようにし
た方がよいであろう｡ 実際には､ 現実の店舗
で販売業務を行ってきた流通業者がネット販
売を行っていたり､ 旅行代理店がネット予約・
販売を行っていたり､ 出版社が書籍のデジタ
ルコンテンツの配信を行っていたり､ といっ
た具合に単純な中抜きなどというものはそも
そも起こりえないことなのであり､ そうした
中抜き論というのは所詮は単なる神話にしか
すぎないのであるから｡
Ⅳ 電子商取引に介在する中間業者
上述の議論から分かるように､ インターネッ
トの活用等による電子商取引においては､ 製
造業者や生産者等による直販ばかりがなされ
るのではない｡ 多くの場合には､ 種々の中間
業者を介在させたかたちでの電子商取引によ
るものである｡
インターネットの活用により､ 有形製品の
製造業者､ サービス企業､ 農業や漁業等を営
む生産者等が､ 流通業者や代理業者等の中間
業者を利用せずに､ 有形製品､ サービス製品､
農産物､ 水産物等を消費者・顧客に直接販売
することは可能である｡ 例えば､ アパレルメー
カー､ 化粧品メーカー､ 食品メーカー､ コン
ピューターメーカー等は､ その製品を消費者・
顧客にネットで直接販売することがある｡ ま
た､ ホテル､ 航空会社は､ そのサービス製品
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を消費者・顧客に直接ネットで予約・販売す
ることが多い｡
ただし､ こうしたところでも､ 自社のイン
ターネット販路の利用による流通・販売だけ
では､ 十分に消費者・顧客に到達することが
できなかったり､ 十分な販売高が見込めなかっ
たり､ かえって流通課業の遂行が非効率になっ
たりする場合があるので､ 中間業者が開設し
ている現実の店舗や仮想店舗等を利用するこ
とが多いのである｡
例えば､ アパレルメーカーのなかには､ 自
社のネット販売サイトによりアパレル商品を
販売しているところがあるが､ そうしたとこ
ろでは他社開設のネット販売サイトをも併せ
て利用していることが多い｡ また､ アパレル
メーカーの主要な販路というのは､ 依然とし
て百貨店､ ショッピングセンター､ スーパー､
専門店等であり､ ネット通販は､ 売り上げ拡
大のための新規販路開拓という補完的な意味
合いを持つものにしかすぎない｡
また､ 食品メーカーのなかには､ 直接消費
者・顧客にネット販売をしているところがあ
るが､ その主要な販路は依然として､ 百貨店､
スーパー､ コンビニエンスストア､ ドラッグ
ストア､ 食料品店等である｡ 特に､ 比較的単
価が低くて嵩張る製品を大量に販売している
食品メーカーでは､ かなり大きなロットで製
品を一括購入し大量に販売してくれる大手スー
パーは非常に重要な販売先なのである｡ こう
したところから､ 食品メーカーは､ ネット直
販による販売高は限られており､ それだけで
は十分な収益を上げることはできないので､
大手スーパーを介在させた製品の販売を停止
することはできないのである｡ さらに食品メー
カーは､ 大手スーパー以外の大規模､ 中小規
模の様々な小売業者に製品を取り扱ってもら
うようにするために､ 卸売業者を介在させた
流通を利用せざるを得ない｡
流通業者の方をみてみると､ 小売業者はネッ
トスーパーやそれ以外のネット販売サイトを
開設し､ 現実の店舗による商品の販売だけで
なく､ インターネットを利用した商品の販売
をも､ 商品の販売高や顧客層の拡大のために
行っている｡
こうしたことの結果､ 食品メーカーの製品
は場合によっては､ 食品メーカーのネット販
売サイト､ 現実の店舗で販売活動を展開して
きた小売業者のネット販売サイト､ ネット専
業の小売業者のネット販売サイト､ 小売業者
の現実の店舗等を通じて販売されることにな
る｡ メーカーによるネット直販が可能になっ
たからといって､ それが既存の流通業者を不
要にしてしまうわけではない｡ むしろ既存の
流通業者の販路に加えて､ ネット上の仮想店
舗等の新しい販路が登場し､ 販路が多様化す
るものと捉えた方がよい｡ 従って､ 商品の流
通・販売へのインターネットの活用は､ 既存
のメーカー､ 流通業者やカタログ通販業者等
のネット通販への参入を促したり､ 全く新規
のネット専業の小売業者等の参入を促すこと
につながったとみた方がよいのである｡ よく
考えてみればネット通販の登場は､ 紙のカタ
ログによる通販だけでなく､ それに加えてネッ
ト上の電子カタログによる通販を可能にした
というだけのことなのである｡
ところで､ ネット通販に従事する中間業者
のタイプにはどのようなものがあるのかをみ
てみることにしよう｡ 例えば､ Turban, Lee,
King and Chung (2000) であるが､ 彼らは
次のような電子中間業者の存在を認めている｡
Turban, Lee, King and Chung (2000)
によれば､ 電子中間業者としての小売業者に
は､ 純粋電子中間業者と部分的電子中間業者
の 2つがある｡ これらのうち､ 純粋電子中間
業者というのは､ ｢企業の小売事業がインター
ネット上のみに存在する｣ もののことであり､
部分的電子中間業者というのは､ ｢電子モー
ルを流通事業のなかの 1つとして｣ みなして
いるもののことである(6)｡ つまり､ 純粋電子
中間業者というのは､ インターネット上に仮
想店舗や仮想商店街を開設して､ そこでのみ
小売業を営む中間業者のことである｡ そして､
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部分的電子中間業者というのは､ 例えば､ 実
際の店舗による小売業を営みながら､ インター
ネット上の仮想商店や仮想商店街による小売
業をも営む中間業者のことである｡
Turban, Lee, King and Chung (2000)
は､ 純粋電子中間業者について､ それに含ま
れる小売業者には純粋電子モールがあるとし､
それをさらに､ 電子流通業者と電子ブローカー
とにカテゴリー区分している｡ Turban, Lee,
King and Chung (2000) によれば､ 電子流
通業者というのは､ ｢注文を充足したり､ 支
払いの徴収をしたりする全責任を負う｣ もの
であり､ 電子ブローカーというのは､ ｢適切
な製品やその売り手を探索するのを単に手助
けする｣ ものであり､ 注文の充足や保証､ 代
金の徴収をしないものである(7)｡ そして､ 電
子流通業者の具体例には､ 専門電子流通業者
があるとし､ サイバー・ブックストア､ サイ
バー・CDストア､ デジタル化された製品や
サービスのストア､ サイバー・フラワーショッ
プを挙げている｡ また､ 電子ブローカーの具
体的なものとして､ 全般的電子ブローカーを
挙げている｡
Turban, Lee, King and Chung (2000)
の議論を参考にしつつ､ メーカー (ないし生
産者) と消費者・顧客との間に介在し､ 有形
製品のネット通販に従事する電子中間業者の
主要なタイプにはどのようなものがあるのか
を整理してみることにしよう｡
まず､ 純粋電子中間業者であるが､ そうし
た中間業者には､ 次のようなものがある｡
第 1に､ ネット専業の小売業者である｡ こ
れはネット上の仮想店舗等でしか､ 流通・販
売活動を行っていない小売業者のことである｡
第 2に､ 電子モールの開設・運用等を行っ
ている業者である｡ こうした事業者は､ 電子
モールを開設し､ そこに出店するテナントを
募集し出店手数料等を徴収しているのである
が､ 自らもそこに出店し､ ネット通販を行っ
ていることもある｡
第 3に､ ネット専業の卸売業やブローカー
業務を行っている業者である｡ 例えばアパレ
ル業界では､ ネット専業の卸売業者やブロー
カー等がみられるが､ そうした業者は､ アパ
レル商品の売り手とアパレルの小売業者との
間に介在し様々な取引を仲介している｡
次に､ 部分的中間業者であるが､ そうした
ものには次のようなものがある｡
第 1に､ 百貨店､ スーパー､ コンビニエン
スストア､ ドラッグストア､ 家電量販店等の
現実の店舗で流通・販売活動を行っている既
存の小売業者が､ 自社のネット販売サイトを
開設し部分的電子中間業者となるものである｡
第 2に､ 現実の店舗で流通・販売活動を展
開する小売業者に商品を納入してきた既存の
卸売業者が､ 自社のネット販売サイトを開設
し部分的電子中間業者となるものである｡
第 3に､ 在来のテレビ通販やカタログ通販
等を行ってきた通信販売会社が､ ネット販売
サイトを開設し部分的電子中間業者となるも
のである｡
このように､ ネット通販の進展は､ メーカー
(ないし生産者) から消費者・顧客へのネッ
ト直販を幾分かは進展させたものの､ 依然と
してネット販売部面においても様々な中間業
者の介在により､ 製品 (ないし商品) が流通・
販売されているのである｡
Ⅴ ネット通販は､ どの程度収益的な事業な
のか？
ネット通販が登場しそれが大きな話題となっ
たとき､ それがネット上の仮想店舗による無
店舗販売なので､ 現実の店舗の開設や維持等
の費用が掛からないところから､ 手軽に商品
の流通・販売を開始することができるという
ことが主張されたことがあった｡ こうした主
張の最大の欠陥は､ ネット通販というものは､
紙のカタログによる在来の通販を電子カタロ
グによる通販に置き換えたものにしか過ぎな
いということを見落としていた点にある｡ 比
較の対象を間違えていたのである｡ そうした
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ところから､ 本当に手軽にネット販売ができ
るかのような錯覚を与えてしまったのである｡
つまり､ スーパー､ 百貨店というまではいか
なくても､ 小規模でも現実の小売店舗を構え
るとなるとそれなりの投資が必要とされるが､
それがネット通販では必要ないところから､
非常に低コストで通販事業を展開することが
できるかのような錯覚を与えてしまったので
ある｡
しかしながら実際にはどうであろうか｡ 例
えば､ ネット通販事業を副業的に行うことに
より､ ちょっとした副収入を得るぐらいのこ
とを目的とするのであればよいが､ ネット通
販に特化し､ それを本業にしようとすると､
そう簡単にはいかない｡ ネット通販事業を本
格的に展開しようとするのであれば､ パソコ
ン､ ネットワーク機器､ サーバー等の取得や
レンタル等に掛かる費用､ 事務所の開設・維
持費用､ 商品の仕入れ費用､ 在庫の保管費用､
人件費等の様々な費用が掛かる｡ これらの費
用をカバーし､ 十分な収益を上げるには､ 比
較的大きな売上高を達成する必要性がある｡
ネット通販企業の､ 小売マージン率が平均
20～30％程度で､ 従業員数が 2人か 3人の場
合を想定すると､ どうみても例えば数千万円
程度､ あるいはそれ以上の年間売上高がない
と､ 諸経費をカバーしたり給与を支払ったり
することは困難であるとみられる｡ というこ
とは､ この場合､ 月平均で少なくとも数百万
円以上の売上高が必要なのであるが､ この金
額はそう簡単に達成されるわけではない｡
売れる商品を見つけて仕入れ､ 買ってくれ
そうな顧客を見つけてそれを販売することは､
そんなに簡単なことではない｡ ネット通販を
するというだけで､ 商品が簡単に売れていく
わけではない｡ 継続的に魅力ある新商品の仕
入れをしたり､ 売れる仕組みを工夫したり､
顧客をつなぎ止めたりする努力をしていかな
ければ､ ネット通販事業を継続していくこと
はできないであろう｡ 商品が売れずに不良在
庫となってしまえば､ 多額の赤字や負債を抱
えることになる｡ ネット通販というのは､ 所
詮は商品の販売をインターネットを通じて行
うというタイプの通信販売なので､ 紙のカタ
ログの印刷・配布費用の負担がなくなるとい
う意味での経費負担の軽減はあるものの､ そ
れ以外に関しては従来からの通信販売業者と
同様なかたちでの経費負担や危険負担をする
ことになるのである｡
ここで､ 消費者向けネット通販事業の経営
状況が､ 実際にはどのようになっているのか
を検討してみることにしよう｡ 経済産業省経
済産業政策局調査統計部 (2010) の調査結果
によると､ 消費者向けのネット通販を行って
いる事業者のうち､ 年間売上高が 1,000 万円
未満の事業者が 64.4％となっている｡ さら
に､ 年間売上高 3,000 万円未満までの合計を
みてみると実に事業者のうちの 79.8％を占
めており､ 全体として売上高の小規模性が顕
著となっている (図 1)(8)｡
消費者向けネット通販の売上高の小規模性
は以上のように明らかなのであるが､ それで
はネット通販は実際どの程度収益的なのかを
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図 1 年間売上高規模別事業者数
(出所) 経済産業省経済産業政策局調査統計部編
(2010)､ 12 ページ｡
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みてみることにしよう｡ 日経 MJ が行った
2009 年度の小売業調査によると､ ネット通
販を手がけている小売企業 (ネット通販をし
ており損益についても回答している企業 149
社) のうちの 46％の企業が物流費や在庫管
理費用のために赤字という結果であった｡ ま
た､ ネット通販で利益が出たと回答した企業
は､ ネット通販を行っている 183 社のうちの
32.2％であり､ 赤字の小売企業は46.3％であっ
た(9)｡
このように､ ネット通販から十分な収益を
上げることは必ずしも容易ではないのである｡
日経 MJ の記事のなかでは､ 収益を上げて
いない小売企業が多いのに､ ネット通販を行っ
ている理由として､ 将来の本格的事業展開へ
の実験的な試みという位置づけ､ 広告・宣伝
効果を得ることを挙げている(10)｡ 結局のとこ
ろ､ ネット通販であるから､ お手軽に事業を
開始することができて､ 簡単に収益が上げら
れるなどという考え方は幻想にしかすぎない
のである｡ ネット販売においても､ 魅力的な
商品の発掘・仕入れをしたり､ 消費者への効
果的な広告・宣伝や口コミ等の活用による知
名度の向上を図ったり､ 効率的で合理的な在
庫管理システムや配送体制を確立したり､ 消
費者へのきめ細やかな対応をしたり､ といっ
たことがなされていなければ､ ネット通販に
よって十分な収益を上げることは困難である
といえる｡
例えば､ ネットスーパーでは､ 商品のピッ
キング､ 梱包､ 配送等の物流活動の処理能力
を整えたうえで利用者の拡大を図っていかな
ければ､ ネットスーパー事業に掛かる費用を
カバーしたうえで十分な収益を上げるという
ことは困難であるとみられる｡ 現実の店舗を
商品の在庫スペースとして活用するタイプの
ネットスーパー事業の展開には､ 受注処理､
店頭での注文のあった商品のピッキング､ 宅
配する商品の梱包､ トラックによる商品の配
送等の一連の物流活動をするための､ 人員や
施設､ 車両等が必要になるので､ ネットスー
パー事業を軌道に乗せるためには､ こうした
物流活動をカバーするための十分な売上高､
十分な受注量がなければならないのである｡
ただし､ 受注量が増加したとしても､ ピッキ
ング､ 梱包等の物流活動を処理する能力の拡
張や､ 一日に限られた積載量と移動時間の制
約のなかで配送を行うトラックの配送能力の
拡張が伴わないと､ 事業の拡大は困難なので
ある｡ 一旦､ 物流能力を十分に拡張すると､
一定の需要量以上を確保し続けないと赤字が
出てしまうことになる(11)｡
さらに､ 商品の品揃えの種類と商品の在庫
数量に関しては､ ネットスーパー用のものを
どの程度在庫し取り揃えておくのかというやっ
かいな在庫管理問題の問題が発生してくる｡
商品の在庫数量が少なければ品切れが発生し
やすくなるが､ 在庫数量が多ければ売れ残り
が発生しやすくなる｡ 商品の品揃えについて
いえば､ 取扱商品の種類を多くするためには､
店頭の棚等の在庫スペースを拡張しなければ
ならないが､ そうしたことを行うことは容易
ではない｡
ネット通販については､ あたかもそれを低
コストで簡単に実施することが可能であるか
のように主張されることがあるが､ 実際には
それを本格的な事業として展開していくさい
には､ 事業遂行のために必要な人員､ 施設､
設備等を確保しておく必要があるのであり､
そうしたことを行うためには様々な費用が掛
かってくることを覚悟しておく必要がある｡
Ⅵ ネット通販と消費者問題
ネット通販は利用の仕方によっては便利な
ものであるが､ 場合によっては何らかの消費
者問題を引き起こす可能性がある｡ ここでは､
こうしたネット通販と消費者問題を検討する
ことにする｡
最近､ ネット通販との関連で問題になった
のが､ 薬事法の改正である｡ この薬事法の改
正により､ 第 2類に属する大衆医薬品の販売
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は､ 原則として薬剤師あるいは登録販売者の
資格がある者による対面販売によるものとなっ
た｡ その結果､ 現実の店舗では登録販売者の
確保により､ スーパー､ コンビニエンススト
ア､ ホームセンター等でも第 2類の医薬品を
取り扱えるようになったので事業機会の拡大
につながった｡ しかしながら､ ネット通販に
おいては､ 第 2類の医薬品の取り扱いができ
なくなってしまった｡ 従来､ 薬局､ 薬店が近
くになかったり､ 必要とする医薬品が容易に
は手に入らなかったりする山間や離島等の地
域の居住者にとっては､ ネット通販の利用は
便利であった｡ このように､ 医薬品の購入の
さいの利便性という点では､ ネット通販の意
義はそれなりにあったのである｡ ただし､ 医
薬品の販売にさいしては､ その用法や副作用
等の説明が十分になされないと､ 場合によっ
ては薬の服用から何らかの健康被害を被る可
能性がある｡
第 2類の医薬品のネット通販ができなくな
ることに対しては､ ネット通販業者からかな
りの反対意見が上がったが､ 医薬品のネット
通販による利便性と､ 医薬品販売のさいの薬
剤師や登録販売者による用法や副作用等の説
明の必要性のうちのいずれをとるのかという
ことは､ なかなか悩ましい問題である(12)｡
また､ ネット通販においては､ 販売されて
いる商品の説明や表示が誤解を招くようなも
のであったり､ 全く根拠のないものであった
りする場合がある｡ そうした商品をたまたま
購入した消費者が何らかの被害にあうことが
考えられる(13)｡ 購入時に何らかの注意が必要
な商品をネット通販で購入するさいには､ そ
うした危険性を伴う可能性が全くないとはい
えない｡ 消費者としては､ ある程度注意が必
要な商品や取扱注意の商品の購入にさいして
は､ その筋の専門家から適切なアドバイスを
してもらったうえで購入する方がよいことは
明らかである｡ そうした点からすれば､ 第 2
類の医薬品販売を巡る国の主張にも一定の合
理性があるのであり､ 購入のさいの利便性よ
りも薬害防止という主張も理解できるのであ
る｡ 商品の購入者の健康や安全性の確保が最
も重視されるべき点であるからである｡ ネッ
ト通販企業としては､ ネット通販の利便性ば
かりを強調するのではなくて､ どのようにし
て消費者の健康や安全性の確保を確実なもの
とするのかを考えていく必要性があるであろ
う｡
Ⅶ 製造業者や在来のタイプの流通業者等が
ネット通販に取り組む理由
なぜ､ 製造業者や在来のタイプの流通業者
のなかのいくらかが､ 消費者向けのネット通
販に取り組むのかについて考えてみることに
しよう｡ この点について考えてみるために､
Turban, Lee, King and Chung (2000) や
Turban, King, Vieland and Lee (2006)､
Hoffman, Novak and Chatterjee (1997)
が､ 電子商取引の企業とっての利点として挙
げているものを検討してみよう(14)｡ Turban,
Lee, King and Chung (2000) ､ Turban,
King, Vieland and Lee (2006) や Hoffman,
Novak and Chatterjee (1997) が利点とし
て挙げているもののうち､ 特に消費者向けネッ
ト通販に関するものは次のものである｡
① 市場を全国市場や海外・国際市場に拡
大可能なこと｡
② 新市場や新市場セグメントが創出され
ること｡
③ カスタマイゼーション｡ カスタマイズ
された製品の販売､ 効果的なカスタマ
イズされた広告・販売促進の展開や､
効果的でカスタマイズされた顧客サー
ビスの提供が可能なこと｡
これらの 3つの利点は､ ネット通販を行う
製造業者や現実の店舗で流通・販売してきた
在来タイプの流通業者が享受することができ
るものである｡
製造業者がネット通販業務に参入する理由
の 1つとして､ 利用している既存の流通経路
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だけでは市場の拡大があまり見込めないので､
仮想店舗等によるネット通販に参入すること
により市場を拡大しようとするということが
挙げられる｡ インターネット通販では､ 既存
の店舗網では必ずしもカバーしきれていなかっ
た地域をも含めて､ 全国市場を対象とするこ
とができる｡
また､ 製造業者のネット通販の展開により､
新市場や新市場セグメントを創出することが
できるのであり､ 既存の現実の店舗網では対
象とすることができなかったような新たな顧
客層を対象として製品の販売を行うことがで
きるのである｡ 例えば､ 既存の現実の店舗網
で中高年の顧客層を対象とした製品を販売し
てきた場合に､ 若年者対象の新製品を開発し
てそれをネット通販し､ 若年者層への市場拡
大の手かがりとするといった具合に｡
最近では､ 百貨店での販売に依存してきた
アパレルメーカーや化粧品メーカーが､ 百貨
店の店舗数減少や販売不振等という事態を受
けて､ ネット販売に活路を見いだし始めてい
る(15)｡ この場合､ ネット通販は新たな流通・
販売の手段として利用されることになるので
ある｡
さらに､ インターネットにより､ 顧客に対
してワン・トゥー・ワンで対応することがで
きるので､ 個々の顧客向けにカスタマイズさ
れた製品を販売したり､ カスタマイズされた
広告・販売促進活動を展開したり､ 効果的で
カスタマイズされた顧客サービスを提供する
ことが可能となる｡ 例えばパソコンのネット
直販にみられるように､ ネットを通じて､ 個々
の顧客の要望を聞き取ったうえで､ それに応
える製品を製造して販売することができたり
するのである｡ そして､ 個々の顧客の製品に
対する要望を聞き取るだけでなく､ 場合によっ
ては個々の顧客からの製品に対する意見や感
想も聞き取ることができるので､ そうして聞
き取ったことを製品の企画・開発に活かすこ
とができる｡
在来タイプの小売業者に関しても､ ネット
通販への参入は､ 在来の紙のカタログ等によ
る通販に加えて､ 電子カタログによるネット
通販に参入することにより､ 例えば､ 現実の
店舗ではカバーしきれない市場に到達するこ
とができるし､ 従来店頭では取り扱っていな
かった新商品を取り扱うことにより､ 新たな
顧客層に到達することができる｡ 在来タイプ
の小売業者にとっては､ ネット通販というの
は､ 現実の店舗での事業を補完し､ 事業を拡
大していくさいの手段という意味で利用され
ているものとみられる(16)｡
Ⅷ おわりに
ここでは､ 消費者向け電子商取引に関わる
様々な論点を中心に検討してきた｡ インター
ネット通販に代表されるような消費者向け電
子商取引が 1990 年代半ば以降から普及し始
めたとき､ なぜか現実の店舗による流通・販
売と比較され､ 現実の店舗の開設・維持費用
が掛からないこと､ といったネット通販の利
点ばかりがあまりにも強調された(17)｡こうし
たことの結果､ 低コストで手軽にネット通販
事業を行うことができるかのような印象を与
えてしまったのではないかと思われる｡ 本来
は､ 紙のカタログによる通販や新聞・雑誌広
告等による通販が､ ネット通販の比較の対象
とされるべきであった｡ つまり､ 紙メディア
等による在来の通販なのか､ 電子メディアに
よる通販なのか､ という問題であったのであ
る｡
確かに､ インターネット等の電子メディア
による通販によって､ 到達範囲が広がったこ
と､ 文字・音声・静止画・動画等による商品
の説明が可能になったこと､ 品揃え数の拡大
が可能になったこと等の点で変化がみられた｡
ただし､ 所詮はネット通販は通販の一種にし
かすぎないので､ 従来からの通販が行ってき
たのと同様の業務を行わざるを得ない｡ ネッ
ト通販を本格的な事業として展開しようとす
ると､ 商品の開発・仕入れ業務､ 商品の発注
中京企業研究24
業務､ 検品・在庫管理・梱包・配送等の物流
業務､ 受注処理業務､ 代金決済業務等の様々
な業務を行わなければならないし､ 必要な機
器や備品の取得､ 事務所スペース等の確保が
必要となってくる｡ 実際には､ ネット通販事
業の運営には様々な費用が必要となってくる
のである｡ 副業的なネット通販事業であれば
ともかく､ 本格的なネット通販事業を行うの
であれば､ 様々な費用負担が掛かることを念
頭に置いたうえで､ 売れる商品を仕入れ・開
発したり､ 売れる仕組みを考え出したりして
いく必要性がある｡ 単に､ ネット通販をして
いるというだけで商品が売れるわけではない｡
また現在､ ネット通販が伸びてきている要
因を表すキーワードとして､ ｢巣ごもり消費｣
や ｢訳あり商品｣ が挙げられるが､ これらの
キーワードの背景にある消費者の購買心理や
購買行動は､ 景気動向の変化や時代の雰囲気
の変化等により､ 次第に変化していくものな
ので､ 常に消費者ニーズの変化を的確に捉え
て対応し続けていく必要性がある(18)｡ 要する
に､ ネット通販においても､ 絶え間ない経営
革新への努力が必要なのである｡ ネット通販
は低コストで手軽に行うことができて､ すぐ
に収益が得られる､ といったような幻想は捨
て去るべきであると思われる｡ 一部のネット
通販企業では､ 確かに十分な売上高､ 十分な
収益を上げているものの､ 種々の調査結果を
みてみると､ 全体としてみた場合には､ さほ
ど十分な売上高や収益を上げているものとは
みられないのである｡
ネット直販による中間業者の中抜きの議論
に関していえば､ このような議論というのは
単純で分かりやすいところからなかなかなく
なりはしない｡ しかしながら､ ネット通販の
正しい理解を広めていくためには､ ネット直
販による中間業者の中抜き論の妥当性を検証
する必要性がある｡ 実際には､ 現実の店舗に
よる流通・販売は決してなくなりはしないし､
在来タイプの小売業者のネット通販への参入､
ネット専業の小売業者の参入等により､ ネッ
ト通販に介在する電子中間業者が登場してき
ているのであり､ ネット通販における電子中
間業者の役割が増大してきているのである｡
こうした事実から､ 中間業者の中抜き論は､
実際にはあまり妥当しないことが明らかであ
る｡ ネット通販というのは､ 製造業者や生産
者による直販によってだけではなく､ 様々な
電子中間業者による間接販売によってもなさ
れていることをしっかりと認識すべきである｡
消費者向け電子商取引ないしネット通販につ
いて研究していくさいには､ それがどのよう
な主体により担われているのかを正しく分類・
整理したうえで行う必要がある｡
製造業者がネット直販を行うのは､ 多くの
場合､ 卸売業者､ 小売業者等の既存の流通業
者を中抜きするためではなく､ 市場や顧客層
の拡大､ 消費者からの情報収集等の目的から
行っているものとみるべきである｡ 製造業者
は一般的に､ 既存の流通業者との間の軋轢を
生み出す程度までのネット直販を行う意図は
ないと考えるのが妥当である(19)｡
ネット通販についての研究は､ 所詮は通販
の一形態にしかすぎないという冷静な視点か
ら行っていくべきであると思われる｡
注
 経済産業省商務情報政策局情報経済課編
(2009) によると､ 2008 年度では､ インター
ネット以外の手段による電子商取引を含めた
広義の企業間電子商取引の市場規模が 249 兆
5,890億円､ インターネットのみによる狭義の
企業間電子商取引の市場規模が 158 兆 8,600
億円であった｡ 企業対消費者の電子商取引に
関しては､ インターネット通販､ モバイルコ
マース､ テレビと組み合わさった形態での電
子商取引等によるものが対象となっており､
2008 年度は 6兆 890 億円であったとしている｡
経済産業省商務情報政策局情報経済課編
(2009)､ 22～24 ページ､ 35～36 ページを参照
のこと｡
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 Turban, King, Vieland and Lee (2006), p. 4.
 Laudon and Traver (2010) p. 1-8 (chapter
1, p. 8).
 こうした点については､ 高橋 (2001a)､ 143
ページを参照のこと｡
 電子出版については､ 『Web & Publishing 編
集会議』 広報会議 2010 年 11 月号別冊､ 宣伝
会議､ 2010 年の ｢電子出版｣ の特集を参照の
こと｡
 Turban, Lee, King and Chung (2000), p. 50.
 Ibid., pp. 50-51. 以下の電子流通業者の具体
例については､ ibid., p. 51 を参照のこと｡
 経済産業省経済産業政策局調査統計部編
(2010)､ 12 ページ｡
 『日経MJ』 2010 年 6 月 30 日付け記事を参照
のこと｡
	 同上｡

 こうしたネットスーパー事業の事情について
は､ 『食品商業』 2009 年 10 月号､ 商業界､
15～41 ページの ｢ネットスーパー｣ の特集記
事を参照のこと｡
 この改正薬事法を巡る問題については､ 『週刊
東洋経済』 2009 年 3 月 7 日号､ 東洋経済新報
社､ 30～31 ページを参照のこと｡
 例えば､ 卵のネット通販のさいに､ アレルギー
の人にも大丈夫と根拠のない広告が業者によ
りなされていることが消費者庁により明らか
にされた｡ 『朝日新聞』 2010 年 10 月 30 日付
け記事を参照のこと｡
 Turban, Lee, King and Chung (2000), pp.
14-16. Turban, King, Vieland and Lee
(2006), pp. 25-26. Hoffman, Novak and
Chatterjee (1997), pp. 33-36.
 化粧品メーカーのネット通販への動きについ
ては､ 『日本経済新聞』 2010 年 9 月 8 日付け
記事､ 『国際商業』 2010 年 9 月号､ 国際商業
出版､ 20～39 ページを参照のこと｡
 こうしたリアルとネットの補完関係について
は､ 『週刊ダイヤモンド』 2009 年 11 月 28 日
号､ ダイヤモンド社､ 37 ページを参照のこと｡
 こうした点については､ 高橋 (2001a) 133～
136 ページを参照のこと｡
 ｢巣ごもり消費｣ ｢訳あり商品｣ については､
『販促会議』 2009 年 5 月号､ 宣伝会議､
34～35 ページを参照のこと｡
 ネット通販を行うさいの､ 制度品化粧品メー
カーの流通業者との間の軋轢の回避に対する
配慮の問題に関しては､ 『国際商業』 2010 年 9
月号､ 国際商業出版､ 23 ページを参照のこと｡
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